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平成１５年度内閣府委嘱調査平成１５年度内閣府委嘱調査平成１５年度内閣府委嘱調査平成１５年度内閣府委嘱調査    
    

ＰＦＩに関する全国自治体アンケート（抜粋）ＰＦＩに関する全国自治体アンケート（抜粋）ＰＦＩに関する全国自治体アンケート（抜粋）ＰＦＩに関する全国自治体アンケート（抜粋）    
～検討の現状及び導入に当たっての課題等の認識～～検討の現状及び導入に当たっての課題等の認識～～検討の現状及び導入に当たっての課題等の認識～～検討の現状及び導入に当たっての課題等の認識～    

    
＜調査の概要＞＜調査の概要＞＜調査の概要＞＜調査の概要＞    
    
１．調査の目的 
ＰＦＩ法の制定（平成 11年 7月）以降５年目を迎え、また、ＰＦＩ事業の実施に関する基本方
針の策定（平成 12年 3月）以降、５つのガイドラインも整備され、推進のための資料等も整い、
国及び地方自治体をあわせて、現在までに既に１３０を超えるＰＦＩ事業の実施方針が公表されて
いる。このため、地方自治体におけるＰＦＩ事業の検討の状況、現状での課題等を整理し、地方自
治体におけるＰＦＩ事業の推進に資するため、全国の地方自治体ＰＦＩ事業担当者に対してアンケ
ート調査を平成１３年度に引き続き実施した。 
 
２．調査の概要 
（１）調査の対象  全国 3,246自治体 
（２）調査の方法  郵送によるアンケート調査（自記入式質問紙法） 
（３）調査期間   ①調査票の発送        平成 16年 2月 2日 
      ②調査票の回収締切      平成 16年 2月 10日 
（４）調査票の有効回収票数 2,121票（有効回収率 65.3%） 
（５）調査項目 
１）回答者等について（地方公共団体名、回答者の所属部署と氏名、電話番号、FAX番号、e-mailアドレス ） 
２）地方自治体の人口等について（平成 15年 12月末現在の人口、自治体の種類） 
３）質問事項 

①自治体におけるＰＦＩに係る体制について 
②検討している事業の概要、今後ＰＦＩを導入したいと考えている分野 
③ＰＦＩの導入にあたっての課題について    等 

（６）結果のとりまとめ 
   アンケート調査結果は、 
      Ⅰ．自治体担当者のＰＦＩの認識について 
      Ⅱ．具体的にＰＦＩを検討している事業の概要 
  に分け、とりまとめた。 
（７）地域区分 

集計における圏域区分、地域ブロック区分は以下のとおりである。 
（大都市圏） 
東京圏（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県） 
名古屋圏（岐阜県、愛知県、三重県） 
関西圏（大阪府、兵庫県、京都府、奈良県） 

（地方圏） 
北海道地域ブロック（北海道） 
東北地域ブロック（青森県、岩手県、宮城県、山形県、秋田県、福島県、新潟県） 
関東地域ブロック（茨城県、群馬県、栃木県、山梨県） 
中部地域ブロック（長野県、静岡県、石川県、福井県、富山県） 
近畿地域ブロック（滋賀県、和歌山県） 
中国地域ブロック（鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県） 
四国地域ブロック（徳島県、香川県、愛媛県、高知県） 
九州地域ブロック（福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県） 
沖縄地域ブロック（沖縄県） 
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Ⅰ．自治体のＰＦＩの認識について 
 
   回答の寄せられた 2,121自治体について、認識等を整理。 

 

１． 自治体におけるＰＦＩの推進体制と導入の可能性 

（１） 自治体におけるＰＦＩの推進体制 

～ＰＦＩの推進体制を整備している自治体は全体の22%～ 

現在までに、ＰＦＩに関して何らかの体制整備を行った自治体は全体の 22%であり、前回

（15％）より増加した。また、「特に体制をとるには至らない」と回答した自治体の割合も 79％

から 73％に減少した（図表１）。 

なお、ＰＦＩの体制整備の内訳については、「担当部署を設けている」（17%）、「職員による

研究会等の立上げ」（4％）「ＰＦＩに関する指針を策定済み」（4％）の順に多かった。 

何らかの体制をとってある自治体の割合は、人口規模別にみると、人口 30万人以上では 79％、

人口５万人未満 14％であり、人口規模が大きい自治体ほど、ＰＦＩの推進体制の整備が進んで

いる（図表２）。 

図表１ 自治体におけるＰＦＩに係る体制について

 

（注）「何らかの体制をとっている」とは、「担当部署を設けている」「職員による研究会等立上げ」「有識者

等の研究会等立上げ」「PFIに関する指針策定中」「PFIに関する指針策定済み」の 

いずれかに○印をつけた自治体をさす。 
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何らかの体制をとってある　　　　　　　　　　　　　　　　(N = 458)

　　担当部署を設置　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(N = 365)

　　民間事業者からの発案に対応する体制を整備　　(N = 36)

　　行政部内に横断的な協議組織を設置　　　　　　 　(N = 56)

　　職員による研究会等を立ち上げ　　　　　　　　　　　(N = 94)

　　有識者等からなる研究会等を立ち上げ　　　　　　　(N = 7)

　　ＰＦＩに関する指針を策定中　　　　　　　　　　　　　　(N = 25)

　　ＰＦＩに関する指針を策定済み　　　　　　　　　　　　　(N = 84)

体制をとるには至らない　　　　　　　　　　　　　　　　(N = 1,546)

特に関心はない　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(N = 123)

無回答　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(N = 5)

図表６－１　自治体におけるＰＦＩに関わる体制について

N   = 2,121
MT = 2,341
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図表２ 自治体におけるＰＦＩに係る体制（人口規模別） 
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（２）ＰＦＩ事業導入の意向 
１） 総括 

ＰＦＩに対し、何らかの導入の意向を示した自治体（「検討中あるいは既に導入」、「検討は行

ったが、当面ＰＦＩ手法を活用しない」並びに、「今後前向きに検討したい」とした自治体）は、

併せて29％あり、前回の26％に比べ若干増加した。「しばらく様子を見たい」と回答した自治

体は、前回の74％からは若干減少したが、相変わらず７割を超える自治体が「しばらく様子を

見たい」としていることがわかった（図表３図表３図表３図表３）。 
なお今回の調査で、前回になかった選択肢「検討は行ったが、当面ＰＦＩ手法を活用しない」
を設けたが、約４％あった。 
２）人口規模別等 

人口規模別では、人口規模が大きい自治体ほどＰＦＩ導入の意向が強く（図表４，５図表４，５図表４，５図表４，５）、引

き続き大都市や人口規模が大きい自治体を中心にＰＦＩの導入が進むと考えられる。 

何らかの導入の意向を示した自治体＊は、いずれの人口規模区分共に増加していた。 

ア．導入に向けて既に検討中或いはＰＦＩ既に導入事例がある自治体 
大都市圏では 14%、地方圏では 5%である。大都市圏、地方圏とも人口規模が大きい自治体
ほど導入済みの自治体の割合が高く、人口 30万人以上では 59％、41%となっている。 
前回との比較では、大都市圏では 4％から 14％と 10ポイント増加している。特に、人口規
模別には人口 30万人以上の自治体が 37％から 59％に 22ポイント、人口 10万以上で 11％か
ら 20％に９ポイント増加している。 
地方圏においても、人口１０万人以上の自治体で 12％から 20％に８ポイント増加、全体で
は 3％から 5％と 2ポイント増加している。 
イ．検討は行ったが、当面ＰＦＩ手法を活用しない 
大都市圏では 4%、地方圏でも 4%である。人口 5～10万人が大都市圏、地方圏とも最も高く、
それぞれ 11％、９％となっている。なお、地方圏の人口 10万人以上では回答がなかった。 
ウ．今後前向きに検討したい自治体 
大都市圏では 18%、地方圏では 19%。人口規模別には、大都市圏、地方圏とも、人口 10～

30万人が最も高く、それぞれ 35%、46％となっている。 
エ．しばらく様子をみたい自治体 
大都市圏が 63%、地方圏が 73%。大都市圏、地方圏とも、人口規模が小さい自治体ほどしば
らく様子をみたいとする自治体が多く、人口5万人未満の自治体では78%、77%となっている。 
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２．ＰＦＩを導入したいと考えている施設 
問６（ＰＦＩの導入可能性）において．「３．今後前向きに考えたい」と回答した 393 団体に
ついて、「１．道路」から「24．その他」まで 24種類の公共施設等に関する意向を確認した。 
最も多くＰＦＩを導入したいと考えている分野は、「文教・文化関係」（43%）、以下、「観光関
係」（34%）、「公営住宅関係」(33%)、「社会福祉関係」（31%）、「廃棄物処理」(25%)が続く。（図図図図
表６表６表６表６）逆に、ＰＦＩを導入したいと考えている割合が少ない分野は、「空港関係」「警察関係」「河

川関係」「海岸保全・港湾関係」「更生保護関係」「宿舎関係」などである。 
なお、延べ回答数は 1,321 件であり､今後ＰＦＩを導入したい分野数は 1 団体あたり平均約 3

分野を回答したことになる。なお、この設問は、前回は全ての自治体（2,678 件）を対象とした
が、今回は問６「３．今後前向きに考えたい」と回答した自治体（393 団体）の回答であり、留
意が必要。              図表６図表６図表６図表６    ＰＦＩ導入を考える施設等ＰＦＩ導入を考える施設等ＰＦＩ導入を考える施設等ＰＦＩ導入を考える施設等     
前回との比較では、          
前回同様に｢文教・文

化関係｣（43％）が
１位であり、｢観光関

係｣（前回 4位）、｢公
営住宅関係（同 2位）、
｢社会福祉関係｣（同

3位）、｢廃棄物処理｣
（同 5位）、｢事務庁
舎関係｣（同５位）が

続き、上位を締める

分野はほぼ変わらな

い。 
前回との差では、

｢観光関係｣と｢下水

関係｣が（6％増）、以
下｢医療関係｣｢公営

住宅関係｣｢情報通信

関係｣（各 4％増）と
なっている。特に際

立って増加した分野

はなく、全体的（17
分野のうち 13分野）
に導入したいとする

自治体の割合が高ま

っている。（図表省

略） 
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２５．無回答　　　　　　　(N =   8)

２４．その他　　　　　　　(N =  38)

　２．空港関係　　　　　　(N =   0)

２０．警察関係　　　　　　(N =   1)

　５．河川関係　　　　　　(N =   5)

　４．海岸保全・港湾関係　(N =   6)

１４．更生保護関係　　　　(N =  14)

２２．宿舎関係　　　　　　(N =  14)

　７．防災施設　　　　　　(N =  18)

　１．道路関係　　　　　　(N =  21)

　８．上水道関係　　　　　(N =  31)

　３．公共交通関係　　　　(N =  42)

　６．公園関係　　　　　　(N =  45)

　９．下水道関係　　　　　(N =  48)

１２．保健衛生関係　　　　(N =  51)

１７．農業振興関係　　　　(N =  54)

２３．情報通信関係　　　　(N =  62)

１１．医療関係　　　　　　(N =  65)

１８．産業振興関係　　　　(N =  71)

２１．事務庁舎関係　　　　(N =  77)

１０．廃棄物処理　　　　　(N =  97)

１３．社会福祉関係　　　　(N = 121)

１６．公営住宅関係　　　　(N = 129)

１９．観光関係　　　　　　(N = 134)

１５．文教・文化関係　　　(N = 169)

（単位：％）

N  =  393

MT=1,321
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３．導入に当たっての課題 
アンケート調査の問６（ＰＦＩの導入可能性）において．「２．検討は行ったが、当面ＰＦＩ手

法を活用しない」もしくは｢しばらく様子をみたい｣と回答した 1,574自治体について、ＰＦＩを
導入（検討）しない理由、導入にあたっての課題を整理した。 
ＰＦＩを導入（検討）しない理由について、最も回答数が多いものは「市町村合併を控え個別

事業の検討に至らない」（785団体、50％）となっており、｢ＰＦＩの対象となる規模の施設整備
等がない」（683 団体、43％）、｢課題があるため｣（584 団体、36％）、｢財政上の問題｣（284 団
体、18％）、｢地域振興に向かないため｣（44団体、3％）の順になっている。（図表７図表７図表７図表７） 
質問の延べ回答数は 2,438項目であり、一自治体あたり平均 1.5項目の理由を挙げている。 

 
    図表７図表７図表７図表７        「当面活用しない」もしくは「しばらく様子を見る」とした理由「当面活用しない」もしくは「しばらく様子を見る」とした理由「当面活用しない」もしくは「しばらく様子を見る」とした理由「当面活用しない」もしくは「しばらく様子を見る」とした理由    

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

0.7

4.3

35.8

43.4

2.8

49.9

18.0

0 20 40 60

財政上の問題　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(N = 284)

N   = 1,574
MT = 2,438

市町村合併を控え個別事業の検討に至らない　(N = 785)

地域振興に向かないため　　　　　　　　　　　　　　(N =  44)

ＰＦＩの対象となる規模の施設整備等がない 　　 (N = 683)

課題があるため　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(N = 564)

その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (N =  67)

無回答　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　(N =  11)
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４．ＰＦＩにあたっての課題 
同じく、アンケート調査の問６（ＰＦＩの導入可能性）において．「２．検討は行ったが、当面

ＰＦＩ手法を活用しない」もしくは｢しばらく様子をみたい｣と回答した 1,574自治体についてＰ
ＦＩ事業を導入するにあたっての課題について尋ねた。その結果、「ＰＦＩに対する行政側の認識

の不足」（889団体、57％）が最も割合が多く、以下、「行政内の推進体制・環境の未整備」（776
団体、49％）、「周辺地域に民間事業者がいない」（437団体、28％）、民間事業者の選定の難しさ」
（435 団体、28％）、「住民の理解の不足」(377 団体、24％)、「民間事業者の認識の不足」（355
団体、23％）などが続いている（図表８図表８図表８図表８）。 
前回との比較では、「ＰＦＩに対する行政側の認識の不足」（13年度 72％→57％）、「行政内の
推進体制・環境の未整備」（同 61％→49％）など、ほとんどの項目で減少しており、各課題が徐々
に解消されつつあり、課題を抱える自治体の割合が減少しつつあることが推察された。 
なお、体制整備の進んでいる人口 30万人以上の自治体においては、「補助金に係る課題」、「従
来より手続に時間が必要」、「契約書の作成の難しさ」、「公的施設管理等の規制制限」、「税制上の

課題」など、具体的な事項に関係する課題の指摘が多かった（図表は割愛）。 

                                                            図表８図表８図表８図表８    ＰＦＩを導入する際ＰＦＩを導入する際ＰＦＩを導入する際ＰＦＩを導入する際の課題の課題の課題の課題    

 
 
 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

15.3

1.8

0.3

1.0

1.3

3.6

4.1

10.4

12.3

12.8

13.3

14.5

14.8

17.2

17.5

22.6

24.0

27.6

27.8

49.3

56.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

N  =1,574
MT=5,474

（単位：％）

ＰＦＩの行政側の認識の不足　　　　　　　(N=889)

行政内の推進体制・環境の未整備　　 (N=776)

周辺地域に民間事業者がいない　 　　(N=437)

民間事業者の選定の難しさ　　　　　　　(N=435)

ＰＦＩの住民の理解の不足　　　　　　 　　(N=377)

ＰＦＩの民間事業者の認識の不足　　　　(N=355)

民間事業者の倒産等の措置　　 　　　　(N=275)

公共サービスの水準の維持不安　　　　(N=270)

周辺地域にアドバイザーがいない　　　(N=233)

公募条件設定の難しさ　　　　　　　　　　(N=228)

契約書の作成の難しさ　　　　　　　　　　(N=210)

手続に時間がかかる　　　　　　　　　　　(N=202)

行政内部の理解　　　　　　　　　　　　　　(N=194)

予算措置等が新たに必要　　    　　　　(N=164)

民間サービス後の既存公務員の処遇　(N= 64)

融資が受けられるかどうか不安　　　　　(N= 56)

補助金に係る課題　　　　　　　　　　　　　(N= 20)

税制上の課題　　　　　　　　　　　　　　　　(N= 15)

公的施設の管理等に係る規制等　　 　　(N=  4)

その他　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　(N= 29)

無回答　　　　　　　　　　　　　      　　　　(N=241)



 - 9 - 

５．導入を検討した後に認識された課題（新規質問項目） 

アンケート調査の問６（ＰＦＩの導入可能性）において．「１．検討中あるいは既に導入」と回

答した 143自治体についてＰＦＩ導入（検討）後の課題となっている点を聞いたところ、最も回
答数が多い課題は、「行政側の体制の充実」（79団体、55%）である。以下、「官民のリスク分担」
（73団体、51%）、「ＶＦＭの算定方法」（59団体、41%）、「地元事業者等のＰＦＩに関する理解」
（56団体、39%）、「モニタリング」（51団体、36%）、「補助金による課題」（50団体、35%）な
どの順になっている。（図表９図表９図表９図表９） 
これら以外で主な項目は、｢契約書の作成｣「性能発注など公募条件設定」「アドバイザーの質」

｢税制上の課題｣「事業者選定手法」「議会への説明」が続いている。 
なお、質問に対する延べ回答数は 743課題であり、一自治体あたり平均 5.2項目(743/143)の課
題を指摘したことになる。 

    図表９図表９図表９図表９    導入検討後に認識された課題（回答数１４３自治体）導入検討後に認識された課題（回答数１４３自治体）導入検討後に認識された課題（回答数１４３自治体）導入検討後に認識された課題（回答数１４３自治体）    
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23.1
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33.6

33.6

35.0

35.7

39.2

41.3

51.0

55.2

0% 20% 40% 60%

N  =143
MT=743

（単位：％）

行政側の推進体制の充実　　　　　　　　　　(N =  79)

官民のリスク分担　　　　　　　　　　　　　　　(N =  73)

ＶＦＭの算定方法　　　　     　　　　　　　 　(N =  59)

地元事業者等のＰＦＩに関する理解　　　　 (N =  56)

モニタリング　　　　　　　　　　 　　　　　　　　(N =  51)

補助金による課題　　　　　　　　　　　　　　　(N =  50)

契約書の作成　　 　　　　　　 　　　　　　　　(N =  48)

性能発注など公募条件設定　　　　 　　　　(N =  48)

アドバイザーの質　　　　　　　　　　　　　　　(N =  44)

税制上の課題　　　　　　　　　　　　　　　　　(N =  41)

事業者選定手法　 　　　　　　　　　　　　　　(N =  41)

議会への説明　　　　　　　　　　　　　　　　　(N =  40)

民間で代替する際の既存公務員の処遇　(N =  33)

公的施設の管理等に係る規約、制限　　　(N =  18)

選定委員会の運営     　 　　　　　　　　　　(N =  18)

直接協定　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(N =  15)

その他　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　(N =  16)

無回答　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　(N =  13)
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６．不導入に至った理由（新規質問項目） 

アンケート調査の問６（ＰＦＩの導入可能性）において．「１．検討中あるいは既に導入」と回

答した 143自治体の、｢１．道路関係｣～｢23.情報通信関係｣の合計 23の事業項目について、「Ａ．
ＶＦＭがでなかったから」～「Ｄ．議会の同意が得られなかったから」の回答があった事案を導

入しなかった施設とし、23種類の事業分類ごとに整理した。 
対象となった 143自治体で、導入しなかった施設数は、延べ 37施設であった。 
施設毎に見ると、最も導入しなかった事案の件数が多いのは、「文教、文化関係」（12事業、8％）
である。以下、「保健衛生関係」（６事業、4%）、「社会福祉関係」(３事業、2%)の順になっている
（図表図表図表図表 10101010）。 
その中で不導入の理由を見ていくと、｢Ａ．ＶＦＭがでなかったから｣が延べ 20 事業あり、最
も多かった。 
          図表図表図表図表 10101010    検討したが導入しなかった施設とその理由検討したが導入しなかった施設とその理由検討したが導入しなかった施設とその理由検討したが導入しなかった施設とその理由    

                        

件 件 件 件 件
文教、文化関係 12 7 2 2 1
保健衛生関係 6 3 1 1 1
社会福祉関係 3 1 0 2
公園関係 2 1 1
廃棄物処理関係 2 2
公営住宅関係 2 2
宿舎関係 2 0 2
道路関係 1 1
公共交通関係 1 1
海岸保全・港湾関係 1 1
下水道関係 1 1
農業振興関係 1 1
警察関係 1 1
事務庁舎関係 1 1
情報通信関係 1 1
空港関係 0
河川関係 0
防災関係 0
上水道関係 0
医療関係 0
更生保護関係 0
産業振興関係 0
観光関係 0

計 37 20 6 9 2
※対象自治体数１４３

事業期
間が確
保できな
かったか

議会の
同意が
得られな
かった

施設・事業名
不導入
計

VFM
がでな
かった

財政
上の
問題
から
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７．ＰＦＩ推進のための国の施策に対する要望 
（１）内閣府の普及広報活動等について 

ＰＦＩに関する内閣府の普及広報活動について類別すると、次の通り。 
１．「初級者向けセミナー」開催（２９４件） 
２．先進事例紹介（１８２件） 
３．事業・施策分野別研究会の開催（６７件） 
４．５つのガイドラインに関する説明会（３９件） 
５．課題・問題点の整理、説明等（７件） 

 
（２）内閣府ＰＦＩホームページについて 

内閣府のＰＦＩホームページ（http://www8.cao.go.jp/pfi/）について、認識している自治

体の割合は 42%（前回 40％）で、微増していた。 
ホームページの内容面での希望については、「個別の事業に関する詳細な内容・具体的事例

の紹介」16件、「その他の掲載内容の充実」16件、「ホームページのレイアウト、使い勝手」
10件、「各省の補助金その他の情報の更新等」７件、「Ｑ＆Ａコーナーや相談窓口の設定」７件
の順に多かった。 

 
（３）国への要望事項 
～国の補助等や法制面での整備の充実～ 

要望を項目に分類したうち多いものをあげると、次の通り。 
1. 普及促進策に関する要望（１２４件） 

１）先進、推奨事例等の紹介（うち４９件） 
２）ＰＲ，説明会等の開催（〃２１件） 
３）一般的なマニュアル類の整備（〃１５件） 
４）地元企業、中小企業の参加促進策（〃６件） 

2. 国の補助金等に関する事項（３７件） 
3. 税の関係（２３件） 
4. ＶＦＭの算出等（１３件） 
5. その他（実施までの期間の長期化、指定管理者制度、より簡易な官民連携手法、

他多種多様）（６１件） 
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Ⅱ．具体的に検討されているＰＦＩ事業の概要 
ＰＦＩの導入を検討している自治体のうち、事業概要を具体的に記述した自治体 80 団体（う
ち複数の施設を検討している自治体 14）、具体的な内容を確認できた事業 101事業を対象に事業
の特徴等について整理した。 
１．検討を進めている自治体の地域と人口 
検討を進めている自治体の地域別内訳は、大都市圏が（44団体、55％）で地方圏が（36団体、

45％）である（図表図表図表図表 11111111）。 
大都市圏では東京圏が（21団体、26％）で最も多い。地方圏では中国（11団体、14％）、東北
（7団体、９％）などで多い。 
人口規模別には、人口 30万人以上が（28団体、35％）、人口 10万人以上 30万人未満（20団
体、25％）と、引き続き人口規模の比較的大きな自治体で相対的に数多くのＰＦＩ事業が検討さ
れている。なお、5万人未満の自治体は（24団体、30％）である。（図表図表図表図表 12121212） 

図表図表図表図表 11111111    ＰＦＩ事業を検討している自治体の地域ブロック別分布ＰＦＩ事業を検討している自治体の地域ブロック別分布ＰＦＩ事業を検討している自治体の地域ブロック別分布ＰＦＩ事業を検討している自治体の地域ブロック別分布    

平成15 年度 平成13 年度 
地域ブロック 

  自治体数 割合   自治体数 割合 

東京圏 44 団体 21 26.3% 23 団体 12 19.7% 

名古屋圏 (55%) 12 15.0% (38%) 7 11.5% 大都市圏 

関西圏   11 13.8%   4 6.6% 

北海道   3 3.8%   5 8.2% 

東北   7 8.8%   16 26.2% 

関東   2 2.5%   2 3.3% 

中部   6 7.5%   4 6.6% 

近畿 36 団体 0 0.0% 38 団体 0 0.0% 

中国 (45%) 11 13.8% (62%) 6 9.8% 

四国   2 2.5%   1 1.6% 

九州   5 6.3%   4 6.6% 

地方圏 

沖縄   0 0.0%   0 0.0% 

合計   80 100.0%   61 100.0% 

        図表図表図表図表 12121212        ＰＦＩ事業を検討している自治体の人口規模ＰＦＩ事業を検討している自治体の人口規模ＰＦＩ事業を検討している自治体の人口規模ＰＦＩ事業を検討している自治体の人口規模    

平成15 年度   平成13 年度   
                            人口規模 

  自治体数 割合   自治体数 割合 

人口 30 万人以上   28 35.0%   24 39.3% 

人口10 万人以上   20 25.0%   11 18.0% 

人口５万人以上   8 10.0%   7 11.5% 

人口５万人未満   24 30.0%   19 31.1% 

合計   80 100.0%   61 100.0% 
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２．検討されているＰＦＩ事業の施設 
検討されている 101事業について施設の種類をみると「文教・文化施設（学校、給食センター、
体育館、プール等）」（３３施設、33％）が最も多い。以下、「廃棄物処理施設」（８施設、8%）、
「観光施設」（７施設、7%）、「公営住宅」（７施設、7%）の順に多い。（図図図図表表表表 13131313） 
なお前回との比較では、前回同様に「文教・文化施設」が最も多かった。また、いわゆる箱も

のといわれる「庁舎」が減少している。逆に｢廃棄物処理｣、「医療」「保健衛生」など、運営業務

の比重の高い事業を検討する割合が高まっている。その他に分類した複合施設が今回８施設検討

されていた。「港湾」「公園」事業は今回は無かった。 

図表図表図表図表 13131313    検討されているＰＦＩ事業の施設種類検討されているＰＦＩ事業の施設種類検討されているＰＦＩ事業の施設種類検討されているＰＦＩ事業の施設種類
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  なお、前回及び今回の調査で検討されているＰＦＩ事業の数を各年度末における実施方針公表

済みのＰＦＩ事業件数と並べると図表図表図表図表 14141414のようになる。 
図表１４図表１４図表１４図表１４    ＰＦＩ事業案件数の推移ＰＦＩ事業案件数の推移ＰＦＩ事業案件数の推移ＰＦＩ事業案件数の推移
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３．実施方針公表予定時期 
検討されているＰＦＩ事業の実施方針検討時期については、「平成１６年度」の自治体が 24％
（24件）、「平成 17年度」が８％（8件）、「無回答、不明」が 68％（69件）を占めていた（図図図図
表表表表 15151515）。 

図表図表図表図表 15151515    検討されているＰＦＩ事業の実施方針公共予定時期検討されているＰＦＩ事業の実施方針公共予定時期検討されているＰＦＩ事業の実施方針公共予定時期検討されているＰＦＩ事業の実施方針公共予定時期    

     

実施方針公表時期

69件

8件

24件

平成１６年度

平成１７年度

無回答、不
明
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４．事業方式と事業類型 
事業内容が明らかな１０１事業の中で、事業方式については、「ＢＴＯ」方式が 44％、「ＢＯＴ」
方式が８％、「ＢＯＯ」方式が１％、無回答が３９％となっている（図表図表図表図表 16161616）。 
前回と比較すると、「ＢＴＯ」が 18％から 26ポイント増加し、割合が高まっている。 

図表図表図表図表 16161616    検討されているＰＦＩ事業の事業方式検討されているＰＦＩ事業の事業方式検討されているＰＦＩ事業の事業方式検討されているＰＦＩ事業の事業方式    

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

次に、事業類型については、「サービス購入型」が最も多く全体の 55％、「独立採算型」が６％、
「ジョイントベンチャー型」が４％、無回答 35％となっている（図表図表図表図表 17171717）。 
前回と比較すると、「サービス購入型」が 27％から 28ポイント増加し、割合が高まっている。 

図表図表図表図表 17171717    検討されているＰＦＩ事業の事業類型検討されているＰＦＩ事業の事業類型検討されているＰＦＩ事業の事業類型検討されているＰＦＩ事業の事業類型    
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無回答　　　(N = 39)

その他　　　(N =  9)

ＢＯＯ　　　(N =  1)

ＢＯＴ　　　(N =  8)

ＢＴＯ　　　(N = 44)

（単位：％）

N = 101
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無回答　　　　　　 　　(N = 35)

ジョイントベンチャー型　(N = 4)

独立採算型　　　　　　　(N = 6)

サービス購入型　 　　　(N = 56)
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５．事業費 
記入があった自治体について事業費の分布をみると「10億円以上 100億円未満」が 20％、「１
億円以上 10億円未満」が９％、「１００億円以上１０００億円未満」が４％である（図表図表図表図表 18181818）。 
また、事業費の記入があった 35事業について平均事業費を算出すると 54億円（前回 22億円）
であり、検討中の事業の規模（事業費）も大きくなる傾向にあることが伺えた。 

図表図表図表図表 18181818    検討されているＰＦＩ事業の事業費検討されているＰＦＩ事業の事業費検討されているＰＦＩ事業の事業費検討されているＰＦＩ事業の事業費    

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

６．検討状況と公表時期 
検討状況別に見ると、「実施方針を公表予定」が 19％、「ＰＦＩ導入を前提として民間調査機
関に調査を委託中」が 21％、「ＰＦＩ導入を前提として行政内部で検討中」が 15％、「ＰＦＩ
事業を視野に入れて検討中」が 28%となっている（図表図表図表図表 19191919）。 
なお、「実施方針を公表予定」の事業について、具体的な公表時期をみると、１７事業（約

９割）が平成 16年度となっている。 

図表図表図表図表 19191919    検討されているＰＦＩ事業の検討状況検討されているＰＦＩ事業の検討状況検討されているＰＦＩ事業の検討状況検討されているＰＦＩ事業の検討状況    

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

65.3

4.0

19.8

8.9

2.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

無回答　　　　　　　(N = 66)

１０００億円未満　　(N =  4)

１００億円未満　　　(N = 20)

１０億円未満　　　　(N =  9)

１億円未満　　　　　(N =  2)

（単位：％）

(N = 101)

17.8

27.7

14.9

20.8

18.8

0% 10% 20% 30%

無回答　　　　　　　　　(N = 18)

道入を視野に入れ検討中　(N = 28)

導入前提で検討中　　　　(N = 15)

調査委託中　　　　　　　(N = 21)

公表予定　　　　　　　　(N = 19)
(N = 101)

（単位：％）
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Ⅲ．終わりに 
 
今回の調査の結果、ＰＦＩの普及・推進の現状及び課題として以下の点が明らかとなった。 

 
（１）自治体における認識（取り組みや課題） 
・ ＰＦＩ事業を導入するための何らかの体制を整えた自治体は、全体の 22％あり、前回 15％

と比較して増加していた。特に、人口 30万人以上の大都市で、割合が高く(79％)、逆に人
口５万人未満の小規模の都市では、少ない（14％）。 

・ 導入に向け検討中あるいは既に導入した自治体の割合は、大都市圏で４％から 14％と 10

ポイント、とりわけ大都市圏の人口30万人以上の自治体では37％から59％と22ポイント

増加している。 

  地方圏においても、人口 10万人以上の自治体で 12％から 20％に 8ポイント増加、全 
体では 3％から 5％と 2ポイント増加している。 

・ なお、「当面導入を見合わす」並びに「しばらく導入しない」とする自治体における理由は、

①市町村合併を控え個別事業の検討に至らない、②ＰＦＩの対象となる規模の施設整備等

がない、③課題があるため の順に多かった。中でも①の理由は、当該自治体(1574)の約
半数(785)で理由の一つとして挙げられていた（複数回答可）。 

・ 行政が認識する課題として、①更なる行政内部の体制づくり、②官民のリスク分担、③Ｖ

ＦＭの算出、④地元事業者のＰＦＩに対する理解不足 の順に多かった。 
（２）検討中の事業について 
・ 現在延べ101施設について検討が進められ、前回調査の検討中事業数８０施設と比べ増加

している。また、１６年度に実施方針を新たに出す予定の施設も２４施設あり、今後も着

実なＰＦＩ事業件数の増加が期待される。分野別には、「教育・文化施設」が最も多い。以

下、「廃棄物処理施設」「観光施設」「公営住宅」の順に検討中の施設の数が多かった。 

・ 検討中の事業ではいわゆる箱ものといわれる「庁舎」が減り、「廃棄物処理施設」、「医療施

設（病院）」など運営重視型の事業の数が増加している。また、検討中の事業の規模（事業

費）も大きくなる傾向にあった。 

（３）その他（国への要望等） 
・ 国への要望としては、行政内部の知識ノウハウ不足を認識し、各種のセミナー、勉強会等

の機会を設けること、普及促進策に関する要望（具体的には、先進・推奨事例等の紹介、

ＰＲ・説明会等の開催、一般的なマニュアル類の整備、地元企業・中小企業の参加促進策

など）が最も多く、その他、国の補助金等に関する事項、税の関係が挙げられていた。 
・ 内閣府等における普及広報活動等についての要望としては、①「初級者向けセミナー」開

催、②先進事例紹介、③事業・施策分野別研究会の開催、④５つのガイドラインに関する

説明会、⑤課題・問題点の整理、説明等の順に多かった。 
 
内閣府民間資金等活用事業推進室では、今後本調査結果をより詳細に分析し、ＰＦＩ事業のさ

らなる推進に向け努力していきたいと考えている。 




